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企業会計原則の一部修正をめぐって
植 野
?
太
I はじめに
昭和56年6月の商法改正に照応して， 57年4月には商法の計算書類規則が
改正され，時を同じくして企業会計原則も修正された。前回の49年の修正で
は，商法が32条第2項に「商業帳簿ノ作成に関スル規定ノ解釈二付テハ公正
ナル会計慣行ヲ樹酌スベシ」との規定を設け，それをうけて企業会計原則は
公正なる会計慣行を要約したものであり，商法計算規定の解釈指針としての
機能を果すべきことが明らかにされた。このことから49年の修正は商法計算
規定との調整を目的として相当に大幅であり，しかも内容的には企業会計原
則が譲歩したものとなっていた。それに対して今回の修正は，商法改正の機
に現在の規定の見直しをするということで比較的小幅であった。しかし結果
的には商法計算規定等との喰遮いをひろげ，実務的にはかえって混乱をきた
すのではないかと危惧されるふしもある。
今回修正された事項を列記すると次のとおりである。
(1) 引当金概念の修正とそれに伴う用語の訂正（注解18,旧注解14の削除その
他）。
(2) 重要な会計方針の開示（注解1-2, 1-4)。
(3) 重要な後発事象の開示（注解1-3)。
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(4) 発行済株式 1株当たり当期純利益及び純資産額等の注記（同原則第3-1
-c)の
(5) 資本金の金額表示を券面額主義から発行価額主義に改めたことに伴う資
本準備金に属する科目名の一部変更（同原則第3-4-（3)-B)。
これらの修正は商法の計算書類規則の改正にもおうよそ受入れられてい
る。そのうち(3)は同規則45条第1項に営業報告書の記載事項として，（4）は同
規則35条の 2に， （5）は商法284条ノ 2及び同規則35条にそれぞれ規定されて
おり，内容的にも問題はない。しかし(1)と(2)については企業会計原則の規定
自体にも問題を残し，さらに計算書類規則との相遮も種々指摘される。そこ
で本稿ではこの二つの事項について検討することにしよう。
]I 引当金に関する諸問題
企業会計原則は今回の修正において，引当金について重大な修正をし，そ
の内容が慣習的な考え方と相遮する点もあるので，注解のあとに「参考負債
性引当金等に係る企業会計原則注解の修正に関する解釈指針」（以下，解釈指
針と略称する）を付し， 修正の趣旨及びその理由を説明している。 しかしそ
の内容をよりよく理解するためには，今回の修正にいたるまでの企業会計原
則注解における引当金の規定の推移を知っておくことが有用である。
企業会計原則は昭和29年の第1次の修正時に，重要な項目についてその意
義適用範囲等についての解釈を明らかにすることを目的として，はじめて
企業会計原則注解を公表した。そのときの注解17で引当金をとりあげている
が， それは， 引当金を評価勘定に属するものと負債的性質のものとに区別
し，後者をさらに流動負債に属するものと固定負債に属するものとに区別す
ると規定し，それぞれの区分に属する引当金を例示するだけで，引当金の概
念，その計上要件等にはまったくふれていなかった。
商法がはじめて 287条ノ 2に引当金の規定を設けたのは昭和37年の改正の
ときであったが，翌38年の企業会計原則の修正では，注解17が注解16に繰上
り，流動負債に属する引当金の例示から渇水準備金が削除された以外には何
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の修正もみられなかった。それが49年の修正の時に一拠に大幅に修正された
のである。それには特別の理由があった。
昭和37年の商法287条ノ 2の引当金規定は次のとおりであり， それは49年
の改正時にもそのままであった。
「特定ノ支出又ハ損失二備フル為二引当金ヲ貸借対照表ノ負債ノ部二計上スルトキ
ハ其ノ目的ヲ貸借対照表二於テ明カニスルコトヲ要ス
前項ノ引当金ヲ其ノ目的外二使用スルトキハ其ノ理由ヲ損益計算書二記載スルコ
トヲ要ス」
この規定の意味について当時多くの論議があったが，所詮，この規定は債
務性のない引当金を負債として計上することに法的根拠を与えるためのも
の，いいかえれば擬制的負債に関する規定であり，そこから費用性の疑わし
い引当金計上の禁止まで読みとることは困難であった。実務では法に規定す
る記載方法にしたがっておれば，利益留保性の引当金を計上しても遮法性を
とわれることはないとの解釈が次第に広く流布し，ときあたかも高度成長期
にあって，一部の好況企業では利益操作の目的でもって，適当な名称を付し
た引当金を計上する例も目立つようになっていた。このことは49年に成立し
た商法改正案の国会審議でも盛んにとりあげられ，そのなかで企業会計原則
の規定がこのような悪弊を規制しえないような内容であることが非難され
た。 それに対処しようとしたのが49年の引当金に関する注解の大修正であ
る。その修正は次のとおりであった。
まず注解17において，商法の引当金規定とかかわりのない評価性引当金を
抜出してその記載方法を指示し，次に注解18において，損益計算上特定の費
用の見越計上が正当と是認されるための要件を明示し，そのことにより負債
性引当金計上の限界を示した。しかし法令でその計上が認められている引当
金には注解18で示した要件をみたしておらず負債性引当金といえないものが
あった。そこでそれらに対しては別個に注解14を設け，負債性引当金以外の
引当金への繰入額と取崩額は正規の損益計算とは外枠で表示すべきであり，
その残高は負債の部に特定引当金の部を設けてそこに記載すべきであると規
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ところで商法は56年の改正において引当金の規定を次のように改めた。
「特定ノ支出又ハ損失二備フル為ノ引当金ハ其ノ営業年度ノ費用又ハ損失卜為スコ
トヲ相当トスル額二限リ之ヲ貸借対照表ノ負債ノ部二計上スルコトヲ得」
それは利益留保性の引当金計上を禁止するものであり，旧規定のもとにお
ける混乱もいちおう解消される見通しとなった。そこで企業会計原則も49年
の修正時における特殊事情から解放され，引当金規定の全面的な見直し・修
正を行なった。今回の修正は次の三点に要約される。
(1) 注解17において「減価償却引当金」の用語を排し， 「減価償却果計額」
と改めたこと。
(2) 注解18を負債性引当金だけでなく，評価性引当金も含めた「会計上の引
当金」に関する規定に改めたこと。
(3) 注解14を削除したこと。
これらの修正により理論的には引当金の内容が鮮明にされえたとしても，
実務的に商法関係の引当金規定との関連でみると，なおいくつかの疑問があ
る。以下それらを個別的にみていくことにしよう。
l. 「会社上の引当金」か負債性引当金か
今回の引当金規定修正の中心はもちろん注解18である。それは「負債性引
当金のみでなく，広く会計上の引当金についてその概念・範囲を明らかにす
る」ものと説明されている（解釈指針1の前文）。 このことから注解18の冒頭
に修正前には「特定の費用（又は収益の控除）たる支出」とあったのを「特
定の費用又は損失」としている。「支出」という用語を削除したのは負債性
のものに限定されないことを示唆し，またあらたに「損失」を加えたのは偶
発損失に対する引当金計上を是圏する方針を明らかにしたものと受取れる。
しかし問題となるのは，商法計算規定との整合性その他の観点から，従来ど
おりに負債性引当金に限定した説明でもよかったのではないかということで
ある。
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日常の会計用語としては引当金は評価性のものと負債性のものを含み，両
者に共通に利用されている。しかし会計諸則においては引当金を負債性のも
のに限定するのがむしろ通例となっていた。弓l当金の用語をはじめて採用
し，それを定着させる契機になったのは昭和9年の臨時産業合理局の財務諸
表準則である。 そこには次のように引当金は評価性のものを含むとしてい
た（同準則84)。
「引当勘定は目的とする損失の種類に依り之を左の如く分類す。
（イ） 特定せる資産の減価，例へば減価償却引当金，貸倒引当金の如し。
（口） 特定の損費，例へば修絡引当金，納税引当金，退職給与引当金の如し。
（ハ） 特殊の危険に因る損害，例へば自家保険引当金の如し。」
しかし昭和15年の陸軍軍需品工場事業場財務諸表準則では「引当金ハ之ヲ
負債二準ズ」と規定し， 「固定資産及債権ハ其ノ減価償却額又ハ貸倒償却額
ヲ当該資産ノ基礎価額ヨリ直接二控除スル形式ヲ以テ表示スルヲ可トシ，貸
方二減価償却引当金，貸倒引当金ナル科目ヲ設ヶテ評価スル方法ヲ採ラザル
モノトス」と説明していた（同準則36)。翌16年に発表された企画院の製造工
業貸借対照表準則草案はこの考え方をさらに撤底させ，直接控除法を採用し
て「減価償却引当金貸倒引当金ナル科目ヲ設クルコトヲ得ズ」と規定してい
た（同草案46)。
敗戦後の昭和25年はじめて制定された財務諸表規則は，貸倒引当金，減価
償却引当金を当該資産からの控除形式で示すよう指示していたが（同規則15
条， 19条），それとは別個に流動負債の部に「引当金（但し貸倒引当金，減価
償却引当金を除く）」を示し（同規則39条）， 同取扱要領にその内容を次のよ
うに説明していた（同要領137)。
「規則第39条第 1項第7号の引当金とは，将来における特定の支出に対する準備額
であって，その負担が当該事業年度に属し，その金額を見積ることができるもの例
えば修繕引当金，納税引当金，退職給与引当金等をいう。」
財務諸表現則は38年の改正で負債の部の引当金を流動負債に属するものと
固定負債に属するものとに区別するとともに， 商法287条ノ 2の引当金を固
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定負債の次に別の区分を設けて記載するように改めたが，引当金の概念とし
ては上記のものを例示部分を除きそのまま示していた（同取扱要領100)。49年
の改正にあたっては，企業会計原則の注解に引当金に関する諸規定が設けら
れたことから，財務諸表規則も上記の取扱要領の条文を削除した。
しかし財務諸表規則が早くから引当金に関する規定をもち，それが標準的
なものとして長年にわたり機能していたことの意義を無視すべきではない。
上記のようにこれまでの会計諸則における引当金の概念とその計上要件に
関する規定は， 49年の企業会計原則注解を含めて負債性引当金に関するもの
であった。それは，一方では評価性引当金は直接控除法により財務諸表に記
載しないとの考え方が根強く存在することにもよるが，それ以上に重視すべ
きは，負債性引当金計上の範囲が各企業の主観的判断に左右されやすいとい
うことにある。 そのうえ商法には評価性引当金の概念はない。商法287条ノ
2がかかわりをもつのは負債性引当金だけである。このような状況のもとで
企業会計原則が今回の修正であえて「会計上の引当金」をもちだした理由は
どこに求められるのであろうか。
2. 引当金設定の要件としての「発生」の意義
引当金は当期の負担に属せしめうる特定の費用または損失の見積り計上に
あたり設定されるものであり，すでに当該費用が発生していても金額が不確
定であるときには引当金勘定で処理するというのが伝統的な考え方である。
そしてみだりな引当金の計上を規制する目的から，当期の負担に属せしめう
るためには少くとも当該費用又は損失の発生の原因が当期中あるいはそれ以
前に存在しなくてはならない，その金額を合理的に見積りうるものでなくて
はならないと説明されていた。しかしとにかく引当金計上にあたっては，そ
れが見積り計算であることに重点がおかれていた。このような考え方は，ァ
メリカにおいて短期的な負債性引当金を “estimatedliabilities"と表現す
る例にもみることができる。
上記の考え方に対して，企業会計原則注解には引当金計上の対象となる特
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定の費用又は損失は「将来の」ものであり，未発生のものであるとする考え
方が強く，ついに今回の修正において，減価償却引当金は言ばの正しい意味に
おいて引当金ではないとしてそれを減価償却累計額と修正をした（解釈指針
1一①）。 それは， 減価償却引当金は当該資産についてすでに発生している
「価値の減少」の計算額を示すものであるとの解釈によるものであろうし，
減価償却累計額は英米における減価償却引当金に相当する用語 “accumula-
ted (or aggregated) ・depreciation"の直訳である。 このような解釈を敷
術すれば，棚卸資産や一時所有の有価証券について低価主義を採用し，帳簿
価額の引下げ額を間接表示により示そうとする場合にも引当金の用語は使用
できなくなる。 けだし取得原価以下への市場価格の下落部分は「価値の減
少」の発生を意味するからである。貸倒引当金は今回の修正後の注解に引当
金の例としてかかげられている。しかし貸倒引当金以外に注解の概念に適合
する評価性引当金としてどのような科目が考えられるのであろうか。これで
は「会計上の引当金」には負債性のもの以外に評価性のものを含むと規定し
ても，その実務的意義はあまり見出せない。それよりも減価償却引当金を減
価償却累計額とするなら貸倒引当金も貸倒見込額ないし回収不能見込額等と
してしまい， 引当金は負債性引当金に限定する方が商法計算規定にも符合
し，一般にも理解されやすいものとなる。
次にまた従来負債性引当金とされてきたものについても，未発生というこ
とを強調するとあらたな疑問が生じてくる。いわゆる納税引当金については
今回の修正以前から，それは決算日硯在で発生している債務であり，確定申
告制のもとでは金額不確定といえないとの理由から引当金ではなく，未払税
金等の科目名を用いるべきであるとの意見が強く，別に問題はない。しかし
賞与引当金や退職給与引当金のように継続的役務を受けることによる費用に
ついては何を基準にして費用の発生とみるのであろうか。長期的な退職給与
引当金については退職時まで費用の発生はないとしても，賞与引当金はすで
に発生した費用に対する引当額で未払費用と考えるべきではないか。もっと
もアメリカにおいては， 短期的な負債性引当金は “accruedexpenses"の
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性質をもつが，その金額が見積りによるものであるから引当金として処理す
ると説明するのが通例である。すなわち ‘‘accruedexpenses"は未払費用
と短期的な負債性引当金を含む概念として用いられている。今回の修正は，
この例にならい負債性引当金についてそれが未払費用かどうかまでは問題と
しないということであろうか。
先に指摘したように企業会計原則は引当金計上の対象を未発生の特定の費
用又は損失に限るとしたうえでなお，修正前の注解が引当金計上の要件とし
て「確実に起ると予想される」としていたところを「発生の可能性が高い」と
修正した。この修正は，従来の「確実」も「発生の確率がかなり高いという
意味であるので， その文意を明確にするためである」と説明されている（解
釈指針1一③）。 経常的に反覆発生する事象に対しては過去の経験率，その他
統計的方法により引当金計上額を合理的に見積りうるとしても，そうでない
事象に対しては何を基準にして発生の可能性が「高い」あるいは「低い」と
判断するのであろうか。
また今回の修正は，＇修正前にはただ偶発損失について引当金を計上するこ
とはできないとしていたのを「発生の可能性の低い偶発事象に係る費用又は
損失については， 引当金を計上することはできない。」と改め，引当金の例
示にあらたに債務保証損失引当金，損害補償損失引当金を加えた。それは，
一般的にいえば企業をとりまく経済的・社会的環境のきぴしさから偶発損失
発生の機会が次第に多くなってきていることの反映であるが， 直接的には
1977年の国際会計基準の公開草案第10号「偶発事象および後発事象」が一定
の条件のもとに偶発損失に対する引当金計上を是認する方向を指示し，それ
をうけて日本公腿会計士協会が昭和55年に「保証債務損失引当金の会計処理
（中間報告）」を発表したことに照応するものと考えられる。しかし偶発損失
引当金の容慰は費用性の疑わしい引当金の計上をまねきやすい。もしそうで
あるとすれば，偶発損失引当金の計上が駆められる場合を少くとも解釈指針
に，より具体的に例示的に指示すぺきではなかったか。発生の可能性が低い
場合における計上の禁止を注意事項のように指摘するだけでは不十分であ
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る。
3. 「引当金の部」存置の是非
今回の会計諸則の改正ないし修正にあたっては「引当金の部」（硯行の諸則
では「特定引当金の部」）を存置するかどうかが一つの問題点であった。この検
討にはいる前に， 念のため修正後の注解18の引当金と商法287条ノ 2の引当
金の関連を図示しておこう。
注解18 |―未発生の
の一 評価性引当金
引当金 一負債性引当金—条件付債務
1一債務性なき引当金一商法287条ノ 2の引当金
さて企業会計原則は今回の修正で注解14を削除した。このことにより「特
定引当金の部」はなくなり，負債性引当金はすべて流動負債か固定負債に分
類されることになった。その理由として解釈指針は「今回の商法改正によ
り，いわゆる利益留保性の引当金の計上はすべて排除された」ことをあげて
いる。昭和57年1月に企業会計審議会が発表した「『法務省令制定に関する
問題点』に対する意見書」は， それ以外になお次の二つのことをあげてい
た。
(1) 「企業会計原則には，主として期間損益計算の観点から負債たる引当金
の概念を規定し，その支出の時期等に応じて，これを流動負債と固定負債
に区分する考え方を採っている。」
(2) 「なお『引当金の部』の存置が，法律上の債務でない引当金を計上して
いることを明らかにするために必要であるとする考え方によるものである
とすれば，……その旨の注記を要求することでその趣旨は十分に活かされ
る。」
このような企業会計原則の考え方に対して，商法は計算書類規則33条を改
正し， その第1項で特定引当金の用語は廃止したが， なお商法287条ノ 2の
引当金は負債の部に引当金の部を設けて記載することができるとした。この
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規定は引当金の部の設定を強制するものではないから，実務的には企業会計
原則の規定のようにそれを設定せずにすませばよく，両規定の相遮をとりた
てて問題にする必要はないとの考え方がある。しかしそうとばかりはいって
おれない。計算書類規則33条の第1項のみでなく，第2項，第3項とみてい
くと，商法は債務性のない引当金を別個に示すことをむしろ原則的な記載方
法と考えていることが十分に読み取れる。さらに引当金の区分を設けること
の妥当性は，特別法上の引当金ないし準備金の記載に閲する同条の第4項と
第5填の規定を，そのことに関する解釈指針の説明と対比するときいっそう
明瞭となる。
解釈指針は特別法で負債の部に計上することを強制されている準備金でし
かも注解18に規定する引当金に該当しないものについて次のように説明して
いる（同2一(2)一③，⑧)。
「……この種の準備金について特別法による処理を認める旨の注解を設けることと
した場合には，一般に公正妥当と認められる企業会計の基準を定めるべき企業会計
原則が，同注解に定める引当金以外のものを容認することになり，企業会計原則の
本旨にそわないことになる。」しかしこのような指摘だけでは問題は解決しない。
そこで「••…•特別法上の準備金については，特定業種の公益性の観点から，その計
上が特別の法令で強制されており，また，その繰入及び取崩しの条件が定められて
いる等の事情を考慮して，特別法上の取扱いを認めることとする。」
解釈指針のこの説明はあまりにも消極的である。前半の部分は特別法によ
る準備金のうち注解の規定に合致しない引当金は漸次削除すべきであるとの
意を含むようであるが，後半の部分では法の強制するところには企業会計原
則といえども従わざるをえないとの告白を聞く感がある。しかし商法はこの
ことに対して筋のとおった規定をしている。
今回の改正により商法287条ノ 2に規定する引当金には利益留保性のもの
は含まれないことが明らかにされた。しかしそれは注解が現定するような引
当金概念の導入を意味しない。今回の商法等の改正で大会社においては監査
役及び会計監査人の監査報告書に適法の意見表明のある貸借対照表及ぴ損益
計算書は定時総会に報告するだけでよく， その承認を要しないとした（商法
企業会計原則の一部修正をめぐって（植野） （323)11 
特例法16条）。従来の引当金規定は，株主総会の承認を前提として利益留保性
の引当金の混在をみすごしてきたが，新規定のもとではそれの除外を明記し
ないと株主総会に残された利益処分案承認の権限をおかすことになる，それ
が今回の規定改正の趣旨であると説明されている。この解釈によると，特別
の法令により負債の部に計上することが強制される引当金又は準備金につい
て，解釈指針が行なっているようにそれらが注解18に規定する引当金に該当
するかどうかを検討する必要はなく，ただそれらが，株主総会がもつ利益処
分案承恩の権限に抵触しないことを明らかにすればよい。そのために，計上
の根拠となる法令の条項を付記することが要求されるだけである。計算書類
規則33条第5項はまさにこのことを示している。なお同条第4項はこれらの
引当金又は準備金の記載個所を指示している。．その規定に「他の部」とある
のは流動負債あるいは固定負債の部を意味し，注解18に規定する条件に適合
するものはそこに計上されるであろうが，それ以外のものは引当金の部に記
載すべきであるとしている。
このようにみてくると，企業会計原則のように「引当金の部」を不要とす
る考え方は短絡すぎる。やはり計算書類規則の規定にみられるように「引当
金の部」を存置するのが妥当である。経団連が57年6月に発表した「新法務
省令による各種書類のひな型」のなかの貸借対照表ひな型には，固定負債の
部に特別修繕引当金が記載され， それが商法287条ノ 2の引当金であること
を注記するとともに，それとは別に引当金の部が設けられ，そこに受注工事
損失引当金，為替損失引当金，工場移転費用引当金が例示されている。それ
らをみると，損失性に若干疑義があるような偶発損失に対する引当金の計上
に引当金の部を利用する例がでてくるであろうと推測される。
なおついでながら，商法は計算書類規則47条において附属明細書の記載事
項の一つに「減価償却引当金以外の引当金の明細」をあげており，それはお
そらく注解18の引当金に相当するものと考えられる。このことは，商法が商
法 7条ノ 2の引当金とは別にいま一つの引当金概念をもっていることを意
味する。商法が必要に応じ「商法第287条ノ 2に規定する引当金」という表
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現を用いるのもこのような一般的な引当金概念の存在を駆めているからであ
り，一般的な引当金概念の規定は「公正なる会計慣行」に委ねるというのが
商法の立場であろう。
（付記） 準備金なる用語について一ー準備金といえば，今日では商法における資
本準備金や利益準備金の用語から，あるいは租税特別措置法が引当金とは別個に損
金経理を認めるものに準備金の呼称を与えていることから， それが利益留保性の
ものであるかのような錯覚におちいりやすい。 しかし準備金とはもともと英語の
"reserves"の訳語である。 “reserves’'は通常その性格により，（イ）特定の資産の表
示価額からの控除を意味する “valuationreserves"（口昧払費用 (accruedexpense) 
の性格をもち流動負債として計上されることの多い “lialityreserves" (,ヽ）利益処分
額のうちさしあたり配当として利用しないことを示す “surplusreserves"に区
別される。このような “reserves" の分類はわが国でも早くから論議されていた
が，そのなかで大きな影響を及ぼしていたのは太田哲三教授の説明である。教授は
"reserves"について準備金と積立金の区別を強調され，「準備金なる名称を以て損
失に計上して留保されるものとし， 積立金なる語を純益処分の結果たらしめるこ
と」を主張された（太田哲三著会計学研究259頁以下）。昭和9年の産業合理局の財
務諸表準則は，すでに本文で指摘したように，太田教授のいわれる準備金にかえて
弓［当金の用語を用い，引当金と積立金の区別を規定したのである。ここではじめて
用いられた引当金はドイツ語 “Riic;kstellung"の訳語であると説明されている。
ところで特別法においては上記のような用語の使い分けが直接に問題とされるは
ずはなく，とにかく特定の費用または損失に備えて一定額の不特定資産を留保する
よう規定するときには，それに準備金の呼称を与えている。このような特別法上の
準備金の例としては，証券取引法による証券取引責任準備金，電気事業法による渇
水準備金，保険業法による異常危険準備金等があげられる。これらの準備金を負債
の部に計上することの強制は，第一義的に当該準備金の計上が計上利益の有無，多
少にかかわらずなされるべきであることを示し，そのことから緑入額が費用あるい
は損失として処理される結果となることを示している。
Il 重要な会計方針の開示
重要な会計処理の原則及び手続の注記は部分的には従来からも行われてい
た。たとえば現行の企業会計原則も資産の評価の基準，固定資産の減価償却
の方法を，各種の偶発債務や債務の担保に供している資産等と併記して，其
企業会計原則の一部修正をめぐって（植野） （325)13 
借対照表に注記するよう規定していた（同原則第3-1-C)。 また商法の計
算書類規則も，流動資産や取引所の相場のある一時所有の有価証券に低価主
義評価を適用したとき，さらに上記の資産について時価が取得価額より著る
しく低いがなお取得価額により評価したとき，そのことを注記するよう規定
していた（同規則第14条）。
ところで今回の商法改正では「会社の業務及び財務内容の株主及ぴ会社債
権者への開示の強化」が一つの重要な目的として掲げられていた。この目的
にしたがって計算書類規則はあらたに営業報告書の記載事項に関する規定を
加えて，「株式会社の貸借対照表， 損益計算書， 営業報告書及び附属明細書
に開する規則」と改名され，その内容も大幅に改正された。この改正の経過
において重要な会計処理の原則及び手続の全面的な開示が種々論議された
が，それに呼応して企業会計原則は今回の修正にあたり注解に注解1-2と
して「重要な会計方針の開示について」， 注解1-4として「注記事項の記
載方法について」を加えた。これからの説明の便宜上，注解1-2を転記し
ておくと下記のとおりであり， 注解1-4にはこの規定をうけて， 「重要な
会計方針に係る注記事項は，損益計算書及び貸借対照表の次にまとめて記載
する。」と規定している。
「財務諸表には，重要な会計方針を注記しなければならない。
会計方針とは，企業が損益計算書及び貸借対照表の作成に当たって，その財政状
態及び経営成綾を正しく示すために採用した会計処理の原則及び手続並びに表示方
法をいう。
会計方針の例としては，次のようなものがある。
ィ 有価証券の評価基準及び評価方法
ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法
ノ、 固定資産の減価償却方法
ニ 緑延資産の処理方法
ホ 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準
へ 引当金の計上基準
卜 費用・収益の計上基準
代替的な会計基準が認められていない場合には，会計方針の注記を省略すること
ができる。」
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重要な会計方針の一括開示制の導入は10年ほど前から外国でも制度的に採
上げられていた。その代表的なものとして次の三つをあげることができる。
イギリスの SSAP第2号 (Statementsof Standard Accounting Practice 
M2) "Disclosure of Accounting Policies" -1971年11月
アメリカの APB意見書第22号 (AccountingPrinciples Board, Opinion No. 
22) "Diosclosure of Accounting Policies"-1972年4月
国際会計基準第1号「会計方針の開示」 1975年1月
このような国際的傾向にあわせ，今回の処置は時機をえたものである。し
かし企業会計原則の注解の規定には若干不明瞭なところもあり，また計算書
類規則の採上げ方はどこか消極的である。以下これらの点を少し検討してみ
よう。なお会計方針の開示に関連して会計処理の原則及び手続に重要な変更
があった場合におけるその開示の問題がある。しかしこの点について，企業
会計原則にはなんら修正はなかったから，本稿では一切立入らないことにす
る。
1. 会計方針の概念
会計方針という用語は今回の会計諸則の改正ないし修正にあたりはじめて
公的に使用されたが，それは accountingpolitiesの訳語である。注解に示
された会計方針の概念，さらにその開示の問題の検討にあたり，それと対比
するに最適なものとしてここにはイギリスの SSAP第2号だけを採上げる
ことにしよう。
SSAP第2号は会計方針の概念を基礎的会計概念， 会計基準に関連させ
ておうよそ次のように規定している (Paras.14-16)。
基礎的会計概念 (Fundamentalaccounting concepts)とは，企業の定期的な財
務諸表の根底によこたわる大綱的な基本的仮定 (broadbasic assumptions)であ
り， 現在一般に是隠されているものとして， ゴーイング・コンサーンの概念 (the
'going concern'concept)， 発生の概念 (the'accruals'concept)，一貫性の概
念 (the !consistency'concept)，用心の概念 (theconcept of'prudence'）の四
つの概念をあげることができる。
企業会計原則の一部修正をめぐって（植野） （327)15 
会計基準 (accountingbases)とは，財務諸表の作成とりわけ費用・収益の期間
帰属，主要項目の貸借対照表価額の決定のために，上記の基礎的会計概念を財務的
取引ないし事象に適用するにあたり開発された諸方法である。
会計方針 (accountingpolicies)とは，経営者の意見により当該企業の経営成績
及ぴ財政状態を適正に表示するに最適であるとしてそれぞれの企業が選択し，継続
適用している特定の会計基準であると。
SSAP第2号の上記の概念規定さらにそれに関連する補足説明と比較す
ると，注解の内容の特徴がいっそうはっきりする。
(1) SSAP第2号は， 一つの会計対象について二つ以上の会計基準が是認
されているときに，そのうちから企業が選択し，継続的に適用している特
定の会計基準が会計方針であると説明している。しかし注解にはそのよう
な要件は示されていない。したがって「代替的な会計基準が認められてい
ない場合」にも会計方針は存在することになり，ただその場合には「会計
方針の注記を省略することができる。」というに止まっている。注解はま
た表示の方法にも会計方針があるとする立場をとっている。しかし SSAP
第2号のように代替的な会計基準の存在を要件とすれば，法令等により表
示方法の統一化が進められているところでは，会計方針は問題とされえな
いことになる。
(2) 注解は，会計方針を企業が採用した会計処理の原則及び手続と説明する
だけで，それがどのような細部のものに及ぶかには直接ふれていない。た
だ開示される会計方針は「重要な」ものに限ると規定するだけである。そ
れに対して SSAP第2号は，会計方針の例示にあたり，それらを「異なっ
た会計基準が隠められており，しかも報告される成績及び財政状態に重要
な影響をもつ事象」にかかわるものと説男している (Para.13)。 それらが
現実に開示されるかどうかは別として，とにかく会計方針は重要なものに
限るとしている。 それは， SSAP第2号が会計方針を開示の目的概念と
して規定していることを示唆しており，ここにも注解との考え方の相遮が
硯われている。
(3) 会計方針は認められた会計基準のあることを前提とするが， その会計
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基準は注令その他に明定されているものに限るのか。この点については
SSAP第2号には明確な規定はない。注解の場合も同様であるが， 例示
に繰延資産の処理方法をあげていることから，明定を要件としていないと
解釈される。．けだし繰延資産に関する注解15は特定の費用の繰延べの根拠
を説明しているにすきないからである。それに対して商法学者の間では明
定を要件とする考え方が強いようである。
2． 開示の範囲
SSAP第2号は会計方針の開示について， （イ）もし一般に是認された基礎
的会計概念と異なる概念を採用しているときには，そのことを開示し，その
あと （口）年度利益の決定•財政状態の表示に重要と判断される項目について
採用した会計方針を財務諸表の注記として開示すべきであるが，その説明は
明瞭かつ適正でしかも簡潔でなくてはならないと規定している (Para.18)。
（イ）は会計方針決定の基本的態度の表明ともいうべきであり，（口）は個別的な会
計方針の開示であり，会計方針の一括開示の建前からはまことに望ましい姿
である。しかし企業会計原則には（イ）の考えはなく，注解の規定は（口）に限定さ
れている。
さて注解は開示すべき重要な会計方針として 7項目を例示している。その
うち有価証券の評価基準及び評価方法， たな卸資産の評価基準及ぴ評価方
法，固定資産の減価償却方法，外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準の
4項目は会計方針の典型的なものであり，付言すべきことはない。しかしそ
れ以外の項目については疑義がある。以下個別的にみていこう。
(1) 繰延資産の処理方法について—~たとえば商法規定に基づき繰延経理が
認められている費用項目ごとにそれらの費用支出とともにその支出額の処
理方法を開示するのか。また繰延経理したものについてだけ繰延べの事実
とその償却方法を開示するのか。実務的には試験研究員・開発費のように
重要と考えられる特定の項目だけを抜出してその処理方法を注記するのが
適当を考えられるが。
企業会計原則の一部修正をめぐって（植野） （329)17 
(2) 引当金の計上基準について一ー引当金計上の対象は複雑であり，個々に
それらの計上基準を示すことは非硯実的である。反覆計上される短期的な
引当金は除外して，退職給与引当金のように金額も大きく，その計上限度
額について関心の高いもの，あるいはとくに目立つ偶発損失引当金の計上
等についてだけ注記することになろうか。
(3) 費用・収益の計上基準について一一甘：解はこの項目のもとにどのような
内容の注記を期待しているのであろうか。費用は発生主義，収益は実現主
義といった類の注記ではあまり意味がない。収益については特殊販売とり
わけ割賦販売における収益計上基準，あるいは長期請負工事における工事
進行基準と工事完成基準等の別を，費用については修繕費と改良費（資本
的支出）の別， 工場設備等の大規模資産取得時における利子負担額の処
理，原価差額の調整方法等についての会計方針の注記を要求するのであろ
うか。
上記のように注解が例示する重要な会計方針にも個々にみれば内容の不明
確なものがある。それらは実務経験の積重ねのうちに解決されていくであろ
う。とにかくそれらを財務諸表の注記事項として一括表示すべきであるとす
るのが企業会計原則の立場である。
商法も今回の改正にあたり計算書類規則 3条第1項に，会計方針の注記に
関する規定をあらたに設けた。それは次のとおりである。
「資産の評価の方法，固定資産の減価償却の方法，重要な引当金の計上の方法その
他の重要な貸借対照表及ぴ損益計算書の作成に関する会計方針は，貸借対照表又は
損益計算書に注記しなければならない。ただし， 商法第285条ノ 2第1項に規定す
る評価の方法その他その採用が原則とされている会計方針については，この限りで
ない。」
この規定が本文だけであれば，商法も会計方針の開示制を導入したといえ
るであろう。しかしただし書によりそれは骨抜きにされた。この規定には重
要な会計方針として資産の評価の方法，固定資産の減価償却の方法，重要な
引当金の計上の方法の 3項目を例示している。このうちの資産の評価の方法
18(330) 第 27 巻第 4 号
は，ただし書により棚卸資産や取引所の相場のある一時所有の有価証券の評
価に低価主義を採用している場合の注記に限られることになるが，低価主義
評価の注記は今回の改正前の規則14条第2項によりすでに実施されていた。
また上記の 3項目以外の「その他」の重要な会計方針についても，実務上は
ただし書により， それらが企業会計原則に準拠しており， 「原則とされる会
計方針」であると理由づけて注記から除外されることも十分に予想され，除
外の遣法性を問うことは容易ではないであろう。げんに経団連の「新法務省
令による各種書類のひな型」に示された貸借対照表ひな型の注記にも，会計
方針の注記として掲げられているのは低価主義評価と減価償却の方法，それ
に重要な引当金の計上の方法の例としての退職給与引当金の計上の 3項目が
例示されているだけである。このことからみても商法が会計方針の開示に積
極的であるとは到底いえない。
w 結ぴ
企業会計原則の今回の修正は論理性を貫いている点に特徴があるといわれ
ている。たしかに引当金に関する新規定とその解釈指針，さらに重要な会計
方針の開示に関する規定をみても，その論旨は単純明解である。しかしそれ
らが実践規範として十分であるといえるかどうかは疑問である。商法も今回
の改正においてその論理性を貫いており，計算書類規則の規定はいっそう詳
細な点にまで及んでいる。しかもそれら諸規定の内容については，企業会計
原則と相遮する点が種々眼につく。
上記のような状況を反映して，損益法に立脚する「会計の理論」と財産法
に立脚する「商法の理論」との対立が指摘されるようになった。それは企業
会計原則と商法の規定との相進を理論的に究明するにあたっては有用である
が， 実務面ではそれだけではすまされない。 とにかく会計実践は一つであ
る。法律志向の非常に強いわが国において，商法は商法，企業会計原則は企
業会計原則といっていると，結局，、会計実務は商法規定に従わざるをえない
ことによって，企業会計原則は公正な会計慣行を要約したものといいながら
企業会計原則の一部修正をめぐって（植野） （331)19 
も，空文化の部分をはらむことになる。このようにみてくると，今回の企業
会計原則の修正が会計実務にとって前進といえるかどうか疑問であり，商法
規定に対する企業会計原則の機能的限界が強く印象に残る。
（追記）
本稿の校正の時になって， 財務諸表規則・同取扱要領の一部改正が公布された
（昭和57年9月）。その内容は当然のことながら企業会計原則の修正を全面的にと
りいれたものとなっている。本稿で採上げた引当金と重要な会計方針の開示に関連
して注目される財務諸表規則・同取扱要領の新規定は次のとおりである。
(1) 新規則は企業会計原則に同調して負債の部を流動負債と固定負債に二分し，引
当金の部は設けないことにしている （同規則45条）。 しかし現実にはそれで押し
通すことができないために，新規則は「法令の規定により準備金又は引当金の名
称をもって計上しなければならない準備金又は引当金」であって，企業会計原則
注解18の条件に適合しないものを固定負債の部の次に「特別法上の準備金又は引
当金」の区分を設けて計上すると規定し（同規則54条，同取扱要領129)，また債
務性がなく商法287条ノ 2の引当金に該当する引当金を固定負債の次に別の区分
を設けて記載する方法を「当分の間」認めると附則に規定している（同規則の附
則5ないし7)。
(2) 重要な会計方針の開示について，新規則は企業会計原則注解1-2に例示され
た7項目をそのまま継承するとともになおその次に「その他財務諸表作成のため
の重要な事項」を加え（同規則8条の2)，さらにこれらの各項目ごとにその記
載内容を詳細に規定している（同規則の取扱要領9の2ないし9の12)。そこには
商法の計算書類規則の規定との相遮がとくに顕著である。
本稿の説明はこれらの新規定の理解にも十分役立つものとなっていると考え，校
正にあたりそれらを加味した修正は一切しないことにした。念のため村記しておこ
う。
